
 

第１５号議案 

 

   加東市事務分掌条例の一部を改正する条例制定の件 

 

 加東市事務分掌条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  平成３０年３月１日提出 

加東市長 安 田 正 義  

 

加東市条例第  号 

 

   加東市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 

加東市事務分掌条例（平成１８年加東市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項の規定に基づき、市長の

権限に属する事務を分掌させるため、次の部等を設ける。 

秘書室 

まちづくり政策部 

総務財政部 

市民協働部 

健康福祉部 

産業振興部 

都市整備部 

上下水道部 

（事務分掌） 

第２条 各部等の事務分掌は、次のとおりとする。 

秘書室 

(1) 秘書及び渉外に関すること。 

(2) 広報及び広聴に関すること。 

まちづくり政策部 



 

(1) 市政の総合企画及び調整に関すること。 

(2) 組織及び行財政改革に関すること。 

(3) 公共交通に関すること。 

(4) 地域創生に関すること。 

(5) 定住・移住促進に関すること。 

(6) ケーブルテレビに関すること。 

(7) 職員の人事、給与及び福利厚生に関すること。 

(8) 他の部等の主管に属さない事項に関すること。 

総務財政部 

(1) 市議会及び行政一般に関すること。 

(2) 文書及び法規に関すること。 

(3) 財政に関すること。 

(4) 情報管理に関すること。 

(5) 市有財産の管理及び契約に関すること。 

(6) 公共施設適正化に関すること。 

(7) 税に関すること。 

(8) 防災に関すること。 

(9) 交通安全及び防犯に関すること。 

市民協働部 

(1) 戸籍及び住民基本台帳に関すること。 

(2) 総合窓口に関すること。 

(3) 国民健康保険及び国民年金に関すること。 

(4) 後期高齢者医療及び福祉医療に関すること。 

(5)  環境保全に関すること。 

(6)  消費生活に関すること。 

(7)  廃棄物処理及び清掃に関すること。 

(8) 市民協働に関すること。 

(9) 人権施策及び男女共同参画に関すること。 

健康福祉部 

(1) 社会福祉に関すること。 

(2) 介護保険に関すること。 

(3) 地域医療に関すること。 

(4) 保健衛生に関すること。 



 

産業振興部 

(1) 農林業に関すること。 

(2) 農業土木に関すること。 

(3) 商工観光に関すること。 

都市整備部 

(1) 都市計画及び開発指導に関すること。 

(2) 住宅に関すること。 

(3) 地籍調査に関すること。 

(4) 道路及び橋 梁
りょう

に関すること。 

(5) 河川その他の土木に関すること。 

(6) 公園及び緑地に関すること。 

上下水道部 

(1) 下水道に関すること。 

第３条中「による部」を「による部等」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （加東市職員定数条例の一部改正） 

２ 加東市職員定数条例（平成１８年加東市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１号中「２８０人」を「２５０人」に改め、同条第３号中「６５人」を「９５

人」に改め、同条第４号中「６人（うち兼務３人）」を「１０人（兼務）」に改め、同条

第５号及び第６号中「３人」を「５人」に改め、同条第７号中「４人」を「５人（兼務）」

に改め、同条第８号中「３人」を「５人」に改め、同条中「５７８人」を「５８９人」に、

「１８人」を「３６人」に改める。 

 （加東市特別職報酬等審議会条例の一部改正） 

３ 加東市特別職報酬等審議会条例（平成１８年加東市条例第４０号）の一部を次のように

改正する。 

  第７条中「総務部総務課」を「まちづくり政策部人事課」に改める。 

 （加東市都市計画審議会条例の一部改正） 

４ 加東市都市計画審議会条例（平成１８年加東市条例第１０６号）の一部を次のように改

正する。 

  第８条中「地域創造部まち未来課」を「都市整備部都市政策課」に改める。 

 （加東市人権問題審議会条例の一部改正） 



 

５ 加東市人権問題審議会条例（平成１８年加東市条例第１２５号）の一部を次のように改

正する。 

  第６条中「教育委員会人権教育課」を「市民協働部人権協働課」に改める。 

 （加東市防災会議条例の一部改正） 

６ 加東市防災会議条例（平成１８年加東市条例第１３７号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第６項第６号中「部内」を「部等内」に改める。 

 （加東市総合計画審議会条例の一部改正） 

７ 加東市総合計画審議会条例（平成１８年加東市条例第２１８号）の一部を次のように改

正する。 

  第８条中「協働部企画協働課」を「まちづくり政策部企画政策課」に改める。 

 （加東市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

８ 加東市子ども・子育て会議条例（平成２５年加東市条例第３０号）の一部を次のように

改正する。 

  第７条中「福祉部子育て支援課」を「教育委員会事務局こども未来部こども教育課」に

改める。 

 （加東市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

９ 加東市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２６年加東市条例第３１号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第１号及び第３号中「部内」を「部等内」に改める。 

 （加東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正） 

１０ 加東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年加東市条例第４８

号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項を次のように改める。 

   法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる執行機関（法令の規

定により同表の右欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合

にあっては、その者を含む。）が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる

執行機関（法令の規定により同表の中欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされ

ている者がある場合にあっては、その者を含む。）が同表の右欄に掲げる特定個人情報で

あって当該執行機関が保有するものを利用して行う同表の中欄に掲げる事務及び市の執

行機関が法別表第２の第４欄に掲げる特定個人情報であって当該執行機関が保有するも

のを利用して行う同表の第２欄に掲げる事務とする。 



 

  第４条第２項及び第３項中「機関」を「執行機関」に改める。 

  第５条第１項中「第１欄に掲げる機関」を「第１欄に掲げる情報照会機関」に、「機関

に対し」を「情報提供機関に対し」に、「機関が当該個人情報」を「情報提供機関が当該

特定個人情報」に改める。 

  別表第１及び別表第２機関の項中「機関」を「執行機関」に改める。 

（加東市行政不服審査法施行条例の一部改正） 

１１ 加東市行政不服審査法施行条例（平成２８年加東市条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１１条中「総務部総務課」を「総務財政部総務財政課」に改める。 

 

 

 

 



第１５号議案 要旨 

 

   加東市事務分掌条例の一部改正（要旨） 

 

１ 改正理由 

  社会潮流や行政需要の変化に的確に対応できる、第２次総合計画と連動した組織体制を

構築し、事務効率や市民サービスの向上をはじめ、効率的かつ効果的なまちづくりを進め

るため、所要の改正を行う。 

 

２ 主な改正内容 

(1) 加東市事務分掌条例の一部改正（本則関係） 

ア 部の名称の変更及び秘書室を設置すること。 

 イ 部の事務分掌の変更及び秘書室の事務分掌を定めること。 

(2) 加東市職員定数条例の一部改正（附則第２項関係） 

  ア 市長の事務部局の職員「２８０人」を「２５０人」に変更すること。 

  イ 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員

「６５人」を「９５人」に変更すること。 

  ウ 選挙管理委員会の事務部局の職員「６人（うち兼務３人）」を「１０人（兼務）」に

変更すること。 

  エ 監査委員の事務部局の職員「３人（兼務）」を「５人（兼務）」に変更すること。 

  オ 公平委員会の事務部局の職員「３人（兼務）」を「５人（兼務）」に変更すること。 

  カ 農業委員会の事務部局の職員「４人」を「５人（兼務）」に変更すること。 

  キ 固定資産評価審査委員会の事務部局の職員「３人（兼務）」を「５人（兼務）」に変

更すること。 

  ク 「合計５７８人（うち兼務１８人）」を「合計５８９人（うち兼務３６人）」に変更

すること。 

 (3) 加東市特別職報酬等審議会条例の一部改正（附則第３項関係） 

「総務部総務課」を「まちづくり政策部人事課」に変更すること。 

 (4) 加東市都市計画審議会条例の一部改正（附則第４項関係） 

    「地域創造部まち未来課」を「都市整備部都市政策課」に変更すること。 

 (5) 加東市人権問題審議会条例の一部改正（附則第５項関係） 

    「教育委員会人権教育課」を「市民協働部人権協働課」に変更すること。 

 (6) 加東市防災会議条例の一部改正（附則第６項関係） 

秘書室の設置に伴い、「部内」を「部等内」に変更すること。 

 (7) 加東市総合計画審議会条例の一部改正（附則第７項関係） 



    「協働部企画協働課」を「まちづくり政策部企画政策課」に変更すること。 

 (8) 加東市子ども・子育て会議条例の一部改正（附則第８項関係） 

    「福祉部子育て支援課」を「教育委員会事務局こども未来部こども教育課」に変更す

ること。 

 (9) 加東市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（附則第９項関係） 

    秘書室の設置に伴い、「部内」を「部等内」に変更すること。 

 (10) 加東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正（附則第１０項

関係） 

    所要の規定の追加及びその他文言を整理すること。 

 (11) 加東市行政不服審査法施行条例の一部改正（附則第１１項関係） 

    「総務部総務課」を「総務財政部総務財政課」に変更すること。 

 

３ 施行期日  平成３０年４月１日 

 



新   旧   対   照   表 

現       行 改   正   案 

○加東市事務分掌条例の一部改正（本則関係） 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項

の規定に基づき、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次

の部を設ける。 

協働部 

総務部 

市民生活部 

福祉部 

地域創造部 

まち・農整備部 

上下水道部 

 

（事務分掌） 

第２条 各部の事務分掌は、次のとおりとする。 

協働部 

(1) 市民協働に関すること。 

(2) 秘書及び渉外に関すること。 

(3) 広報及び広聴に関すること。 

(4) 市政の総合企画及び調整に関すること。 

(5) 組織及び行政改革に関すること。 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項

の規定に基づき、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次

の部等を設ける。 

  秘書室 

まちづくり政策部 

総務財政部 

市民協働部 

健康福祉部 

産業振興部 

都市整備部 

上下水道部 

 （事務分掌） 

第２条 各部等の事務分掌は、次のとおりとする。 

秘書室 

(1) 秘書及び渉外に関すること。 

(2) 広報及び広聴に関すること。 

まちづくり政策部 

(1) 市政の総合企画及び調整に関すること。 

(2) 組織及び行財政改革に関すること。 
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(6) ケーブルテレビに関すること。 

(7) 防災に関すること。 

(8) 交通安全及び防犯に関すること。 

(9) 他の部の主管に属さない事項に関すること。 

総務部 

(1) 市議会及び行政一般に関すること。 

(2) 文書及び法規に関すること。 

(3) 情報管理に関すること。 

(4) 職員の人事、給与及び福利厚生に関すること。 

(5) 予算に関すること。 

(6) 市有財産の管理に関すること。 

(7) 税に関すること。 

市民生活部 

(1) 戸籍及び住民基本台帳等に関すること。 

(2) 総合窓口に関すること。 

(3) 国民健康保険に関すること。 

(4) 後期高齢者医療保険に関すること。 

(5) 国民年金に関すること。 

(6) 医療助成に関すること。 

(7) 消費生活に関すること。 

(8) 環境保全に関すること。 

(9) 廃棄物処理及び清掃に関すること。 

(10) 保健衛生に関すること。 

(3) 公共交通に関すること。 

(4) 地域創生に関すること。 

(5) 定住・移住促進に関すること。 

(6) ケーブルテレビに関すること。 

(7) 職員の人事、給与及び福利厚生に関すること。 

(8) 他の部等の主管に属さない事項に関すること。 

総務財政部 

(1) 市議会及び行政一般に関すること。 

(2) 文書及び法規に関すること。 

(3) 財政に関すること。 

(4) 情報管理に関すること。 

(5) 市有財産の管理及び契約に関すること。 

(6) 公共施設適正化に関すること。 

(7) 税に関すること。 

(8) 防災に関すること。 

(9) 交通安全及び防犯に関すること。 

市民協働部 

(1) 戸籍及び住民基本台帳に関すること。 

(2) 総合窓口に関すること。 

(3) 国民健康保険及び国民年金に関すること。 

(4) 後期高齢者医療及び福祉医療に関すること。 

(5)  環境保全に関すること。 

(6)  消費生活に関すること。 



福祉部 

(1) 社会福祉に関すること。 

(2) 子育て支援に関すること。 

(3) 介護保険に関すること。 

地域創造部 

(1) 地域創生に関すること。 

(2) 開発指導に関すること。 

(3) 都市計画に関すること。 

(4) 農林業に関すること。 

(5) 商工観光に関すること。 

まち・農整備部 

(1) 道路及び橋梁に関すること。 

(2) 河川その他の土木に関すること。 

(3) 農業土木に関すること。 

(4) 都市整備に関すること。 

(5) 公園及び緑地に関すること。 

(6) 公営住宅、建築及び営繕に関すること。 

上下水道部 

(1) 下水道に関すること。 

 

 

（細則） 

第３条 前条の規定による部 の内部の事務分掌は、規則で定める。

(7)  廃棄物処理及び清掃に関すること。 

(8) 市民協働に関すること。 

(9) 人権施策及び男女共同参画に関すること。 

健康福祉部 

(1) 社会福祉に関すること。 

(2) 介護保険に関すること。 

(3) 地域医療に関すること。 

(4) 保健衛生に関すること。 

産業振興部 

(1) 農林業に関すること。 

(2) 農業土木に関すること。 

(3) 商工観光に関すること。 

都市整備部 

(1) 都市計画及び開発指導に関すること。 

(2) 住宅に関すること。 

(3) 地籍調査に関すること。 

(4) 道路及び橋 梁
りょう

に関すること。 

(5) 河川その他の土木に関すること。 

  (6) 公園及び緑地に関すること。 

上下水道部 

(1) 下水道に関すること。 

 （細則） 

第３条 前条の規定による部等の内部の事務分掌は、規則で定める。



○加東市職員定数条例の一部改正（附則第２項関係） 

（定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

 (1) 市長の事務部局の職員 ２８０人 

 (2) （略） 

 (3) 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する学校

その他の教育機関の職員 ６５人 

(4) 選挙管理委員会の事務部局の職員 ６人（うち兼務３人） 

(5) 監査委員の事務部局の職員 ３人（兼務） 

(6) 公平委員会の事務部局の職員 ３人（兼務） 

(7) 農業委員会の事務部局の職員 ４人     

 (8) 固定資産評価審査委員会の事務部局の職員 ３人（兼務） 

(9) （略） 

合計 ５７８人（うち兼務１８人） 

 

○加東市特別職報酬等審議会条例の一部改正（附則第３項関係） 

 （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、総務部総務課     において処理す

る。 

 

○加東市都市計画審議会条例の一部改正（附則第４項関係） 

 （庶務） 

第８条 審議会の庶務は、地域創造部まち未来課において処理する。

 

（定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

 (1) 市長の事務部局の職員 ２５０人 

 (2) （略） 

 (3) 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する学校

その他の教育機関の職員 ９５人 

(4) 選挙管理委員会の事務部局の職員 １０人（兼務）    

(5) 監査委員の事務部局の職員 ５人（兼務） 

(6) 公平委員会の事務部局の職員 ５人（兼務） 

(7) 農業委員会の事務部局の職員 ５人（兼務） 

 (8) 固定資産評価審査委員会の事務部局の職員 ５人（兼務） 

(9) （略） 

合計 ５８９人（うち兼務３６人） 

 

 

 （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、まちづくり政策部人事課において処理す

る。 

 

 

 （庶務） 

第８条 審議会の庶務は、都市整備部都市政策課において処理する。



○加東市人権問題審議会条例の一部改正（附則第５項関係） 

 （庶務） 

第６条 審議会の庶務は、教育委員会人権教育課において処理する。

 

○加東市防災会議条例の一部改正（附則第６項関係） 

 （会長及び委員） 

第３条 （略） 

２～５ （略） 

６ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1)～(5) （略） 

 (6) 市長がその部内 の職員のうちから指名する者 

 (7)～(12) （略） 

７・８ （略） 

 

○加東市総合計画審議会条例の一部改正（附則第７項関係） 

 （庶務） 

第８条 審議会の庶務は、協働部企画協働課     において処

理する。 

 

○加東市子ども・子育て会議条例の一部改正（附則第８項関係） 

 （庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉部子育て支援課   

        において処理する。 

 

 （庶務） 

第６条 審議会の庶務は、市民協働部人権協働課において処理する。

 

 

 （会長及び委員） 

第３条 （略） 

２～５ （略） 

６ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1)～(5) （略） 

 (6) 市長がその部等内の職員のうちから指名する者 

 (7)～(12) （略） 

７・８ （略） 

 

 

 （庶務） 

第８条 審議会の庶務は、まちづくり政策部企画政策課において処

理する。 

 

 

 （庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、教育委員会事務局こども未

来部こども教育課において処理する。 



○加東市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（附

則第９項関係） 

 （職員の任期を定めた採用） 

第２条 （略） 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有す

る者を当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場

合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときで

あって、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務

の能率的運営を確保するために必要であるときは、職員を選考に

より任期を定めて採用することができる。 

 (1) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を

要するため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事

させることが適任と認められる職員を部内 で確保すること

が一定の期間困難である場合 

 (2) （略） 

 (3) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務

に従事させる必要があるため、当該専門的な知識経験が必要と

される業務に従事させることが適任と認められる職員を部内 

 で確保することが一定の期間困難である場合 

 (4)・(5) （略） 

 

○加東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

 

 

（職員の任期を定めた採用） 

第２条 （略） 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有す

る者を当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場

合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときで

あって、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務

の能率的運営を確保するために必要であるときは、職員を選考に

より任期を定めて採用することができる。 

 (1) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を

要するため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事

させることが適任と認められる職員を部等内で確保すること

が一定の期間困難である場合 

 (2) （略） 

 (3) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務

に従事させる必要があるため、当該専門的な知識経験が必要と

される業務に従事させることが適任と認められる職員を部等

内で確保することが一定の期間困難である場合 

 (4)・(5) （略） 

 

 

 



に関する条例の一部改正（附則第１０項関係） 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に

掲げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲

げる機関が行う同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該機

関が保有するものを利用して行う同表の中欄に掲げる事務及び市

の機関が法別表第２の第４欄に掲げる特定個人情報であって当該

機関が保有するものを利用して行う同表の第２欄に掲げる事務と

する。                          

                              

                              

                              

           

２ 別表第２の左欄に掲げる機関  は、同表の中欄に掲げる事務

を処理するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情

報であって当該機関  が保有するものを利用することができ

る。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを

使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提

供を受けることができる場合は、この限りでない。 

３ 市の機関  は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理する

ために必要な限度で、同表の第４欄に掲げる特定個人情報であっ

て当該機関  が保有するものを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の

 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に

掲げる執行機関（法令の規定により同表の右欄に掲げる事務の全

部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、そ

の者を含む。）が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に

掲げる執行機関（法令の規定により同表の中欄に掲げる事務の全

部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、そ

の者を含む。）が同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該執

行機関が保有するものを利用して行う同表の中欄に掲げる事務及

び市の執行機関が法別表第２の第４欄に掲げる特定個人情報であ

って当該執行機関が保有するものを利用して行う同表の第２欄に

掲げる事務とする。 

２ 別表第２の左欄に掲げる執行機関は、同表の中欄に掲げる事務

を処理するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情

報であって当該執行機関が保有するものを利用することができ

る。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを

使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提

供を受けることができる場合は、この限りでない。 

３ 市の執行機関は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理する

ために必要な限度で、同表の第４欄に掲げる特定個人情報であっ

て当該執行機関が保有するものを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の



個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けるこ

とができる場合は、この限りでない。 

４ （略） 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１０号の規定による特定個人情報の提供は、

別表第３の第１欄に掲げる機関    が、同表の第３欄に掲げ

る機関に対し    、同表の第２欄に掲げる事務を処理するた

めに必要な同表第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合

において、同表の第３欄に掲げる機関が当該個人情報     

 を提供することにより行うものとする。 

２ （略） 

別表第１（第４条関係） 

機関   事務 

（略） （略） 

別表第２（第４条関係） 

機関  事務 特定個人情報 

（略） （略） （略） 

 
○加東市行政不服審査法施行条例の一部改正（附則第１１項関係）

 （庶務） 

第１１条 審査会の庶務は、総務部総務課    において処理す

る。 

個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けるこ

とができる場合は、この限りでない。 

４ （略） 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１０号の規定による特定個人情報の提供は、

別表第３の第１欄に掲げる情報照会機関が、同表の第３欄に掲げ

る情報提供機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理するた

めに必要な同表第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合

において、同表の第３欄に掲げる情報提供機関が当該特定個人情

報を提供することにより行うものとする。 

２ （略） 

別表第１（第４条関係） 

執行機関 事務 

（略） （略） 

別表第２（第４条関係） 

執行機関 事務 特定個人情報 

（略） （略） （略） 

 

 

 （庶務） 

第１１条 審査会の庶務は、総務財政部総務財政課において処理す

る。 

 



⼯ 務 課

予算決算、会計事務等（⽔道・下⽔道）

事業認可 施設改修 維持管理等（⽔道 下⽔道）

現⾦ 出納保管 決算調製等会 計 課会 計 管 理 者

上 下 ⽔ 道 部 管 理 課

地 域 整 備 課

加古川整備推進室

技監 まち・農整備部 ⼟ ⽊ 課
⼟地改良 地籍換地 農地維持 市営住宅 区画整
理等

道路 橋梁 河川 公園緑地等

加古川河川改修推進等

商 ⼯ 観 光 課

農 林 課

地 域 創 造 部 ま ち 未 来 課

福 祉 部 社 会 福 祉 課

⼦ 育 て ⽀ 援 課

（福祉事務所） ⾼ 齢 介 護 課

市⻑ 副市⻑

⼾籍 住⺠基本台帳 総合窓⼝等

⽣ 活 課

市 ⺠ ⽣ 活 部 市 ⺠ 課

保 険  医 療 課

健 康 課

⽂書 法規 ⼈事 給与 福利厚⽣ 情報管理等

財政 市有財産 管理 契約等

税 務 課 住⺠税 固定資産税 国⺠健康保険税 徴収等

財 政 課

秘 書 広 報 課

総 務 部 総 務 課

現⾏（平成29年4⽉1⽇）

（主な業務）

協 働 部 企 画 協 働 課 総合計画 ⾏財政改⾰ 公共交通 公共施設適正
化 市⺠協働 定住 移住促進等

国⺠健康保険 国⺠年⾦ 後期⾼齢者医療 福祉医
療等
環境保全 消費⽣活 廃棄物処理 清掃 空家対策
等
保健衛⽣ 地域医療等

地域福祉、⽣活保護、障害者福祉等

秘書渉外、広報広聴、ケーブルテレビ等

消防防災、交通安全、防犯等防 災 課

⾼齢者福祉、介護保険、地域包括等

児童福祉、⼦育て⽀援等

地域創⽣、都市計画、開発指導等

農政 ⼭⽥錦振興 ⿃獣対策 森林治⼭等

商⼯、観光、企業誘致等

こども園・保育所

児童館

ファミリーサポート
センター

改正案（平成30年4⽉1⽇）

⼯ 務 課

都 市 整 備 部

会 計 課会 計 管 理 者

上 下 ⽔ 道 部 管 理 課

⼟ ⽊ 課

商 ⼯ 観 光 課

農 地 整 備 課

産 業 振 興 部 農 政 課 農政、⼭⽥錦振興等

健 康 課 保健衛⽣ 地域医療等

⾼齢者福祉、介護保険、地域包括等⾼ 齢 介 護 課

福 祉 総 務 課 地域福祉、児童福祉等

⽣活保護、障害者福祉等（福祉事務所） 社 会 福 祉 課

市⻑ 副市⻑ 健 康 福 祉 部

⼈ 権 協 働 課 市⺠協働 ⼈権 男⼥共同参画等

⼾籍 住⺠基本台帳 総合窓⼝等
国⺠健康保険 国⺠年⾦ 後期⾼齢者医療 福祉医
療等

⽣ 活 環 境 課 環境保全 消費⽣活 廃棄物処理 清掃等

市 ⺠ 協 働 部 市 ⺠ 課

保 険 医 療 課

住⺠税 固定資産税 国⺠健康保険税 徴収等税 務 課

消防防災、交通安全、防犯等防 災 課

総 務 財 政 部 総 務 財 政 課 ⽂書、法規、財政等

情報管理等情 報 管 理 室

管 財 課 市有財産 管理 契約 公共施設適正化等

総合計画 ⾏財政改⾰ 公共交通等

地域創⽣、定住・移住促進等

ケーブルテレビ等

⼈ 事 課

情 報 推 進 室

⼈事 給与 福利厚⽣等

（主な業務）

秘 書 室 秘書渉外、広報広聴等

まちづくり創造課

まちづくり政策部 企 画 政 策 課

⼟地改良 農地維持 ⿃獣対策 森林治⼭等

商⼯、観光、企業誘致等

都市計画 開発指導 市営住宅 空家対策 地籍換
地 区画整理等
道路 橋梁 河川 公園緑地等

加古川河川改修推進等

予算決算、会計事務等（⽔道・下⽔道）

事業認可 施設改修 維持管理等（⽔道 下⽔道）

現⾦ 出納保管 決算調製等

加古川整備推進室

技監 都 市 政 策 課

加東市組織図　新旧対照表第１５号議案　参考資料



委員会事務局

⼩中⼀貫
教育準備室

（主な業務）

発達サポートセンター

学 校 教 育 課

⻘少年    

教育委員会 法規 財産管理等

診療体制 診療報酬等

学校給⾷センター

教育⻑ 事務局 教 育 総 務 課

固定資産評価審査委員会

農 業 委 員 会 農業委員会事務局

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

公 平 委 員 会

議会 議会事務局

(注)病院事業部は事務局のみ記載

社会教育、⽣涯学習、⽂化財、社会体育等

教職員 ⼈事管理 教育課程 ⼩中⼀貫教育推進 
学校保健等

⼩中⼀貫校整備等

発達障害児等⾃⽴⽀援等

⼈権 男⼥共同参画等

図書館 管理運営等

経営改善、医師確保、ケアホー
    運営管理等

医 事 課兼 施設⻑         

経 営 企 画 課

兼 病院⻑ 加東市⺠病院

⼩中学校

病院事業管理者 病 院 事 業 部 事 務 局 総 務 課

教 育 委 員 会

現⾏（平成29年4⽉1⽇）

⽣ 涯 学 習 課

公⺠館

⼈ 権 教 育 課

中 央 図 書 館

他図書館

経理事務 予算決算 ⼈事給
与 施設管理等

委員会事務局

改正案（平成30年4⽉1⽇）

こ ど も 教 育 課

学校給⾷センター

加東市⺠病院 医 事 課兼 施設⻑         

総 務 課

ファミリーサポート
センター

⼩中⼀貫
教育推進室

幼稚園

児童館

(注)病院事業部は事務局のみ記載

経 営 企 画 課

経理事務 予算決算 ⼈事給
与 施設管理等
診療体制 診療報酬等
経営改善、医師確保、ケアホー

   運営管理等

事 務 局

こども園・保育所

発達サポートセンター

学 校 教 育 課

⻘少年    

中 央 図 書 館

教育振興部 教 育 総 務 課教 育 委 員 会

教育⻑

教育委員会 法規 財産管理等

⽣ 涯 学 習 課

固定資産評価審査委員会

農 業 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

公 平 委 員 会

議会 議会事務局

兼 病院⻑

事務局 ⼩中学校

図書館 管理運営等

⼩中⼀貫教育推進、⼩中⼀貫校整備等
教職員 ⼈事管理 教育課程 学校保健 
学校⼈権教育等

発達障害児等⾃⽴⽀援等

（主な業務）

社会教育、⽣涯学習、⽂化財、社会体育等

認定こども園・保育所・幼稚園、アフタースクー
ル、病児保育、幼児期⼈権教育等

公⺠館

こども未来部

病 院 事 業 部病院事業管理者

他図書館

加東市組織図　新旧対照表


